
ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化等による住宅における

低炭素化促進事業（経済産業省、一部国土交通省連携事業）

背景・目的

期待される効果

事業概要

2030年のCO2削減目標達成のためには、家庭部門からのCO2排

出量を約４割削減しなければならない。

その達成には、住宅の省エネルギー性能の向上等を図る必要があ

り、このためには、戸建・集合住宅におけるネット・ゼロ・エネ

ルギー・ハウス（ZEH、ZEH-M）の社会実装及び一層の普及を

促進する必要がある。

また、より低炭素性能の優れた先進素材や再エネ熱活用を促進す

ることにより住宅の低炭素化を促進する。

加えて、既存住宅の省エネ化に資する高断熱建材を用いた住宅の

断熱改修を推進する必要がある。

2019年度予算（案）
9,700百万円（8,500百万円）

戸建住宅及び集合住宅のZEH化、断熱リフォームの推進による既存住宅の

高断熱化等を進め、住宅の低炭素化を促進し、家庭部門のCO2削減目標達

成に貢献する。

低炭素化に優れた素材（CLT等）、先進的な再エネ熱利用技術を使用した

ZEH（-M）となる住宅を供給し普及の端緒を開く。

※ CLT：直交集成板（Cross Laminated Timber）

再生可能エネルギーの自家消費に対するインセンティブを提供することで、

再生可能エネルギーの普及拡大を図る。

1. ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化による住宅におけ
る低炭素化促進事業（経済産業省、国土交通省連携事業）

① 戸建住宅（注文・建売）において、ZEHの交付要件を満たす住

宅を新築・改修する者に補助を行う。（定額：70万円/戸）

② 集合住宅（賃貸・分譲）（一定規模）において、ZEH-Mとなる

住宅を新築する者に補助を行う。（補助率：2/3）

③ 集合住宅（賃貸・分譲）（一定規模以下）において、ZEH-Mと

なる住宅を新築する者に補助を行う。（定額：60万円/戸）

④ ①,③の要件を満たす住宅に、低炭素化に資する素材を一定量以

上の使用、先進的な再エネ熱利用技術を活用した住宅を建築す

る際に別途定額補助を行う。

⑤ ①,③の要件を満たす住宅に、蓄電池を設置する者に定額の補助

を行う。（2万円/kWh（上限額：20万円/台））

事業実施期間：① 2018年度～2020年度

②,③,④,⑤ 2018年度～2022年度

(1)家庭用蓄電池 設備費 ２万円/kWh、上限額：20万円/台

工事費 上限額：５万円/台

(2)家庭用蓄熱設備 上限額：５万円/台

2. 高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業（経済産業省連携事業）
①既存戸建住宅について高性能建材導入に係る経費の一部を補助する。

(定率1/3（上限額：120万円/戸））

②既存集合住宅について高性能建材導入に係る経費の一部を補助する。

(定率1/3（上限額：15万円/戸））

③ ①の事業に加え、住宅用太陽光発電設備（10kW未満）が設置されており、

一定の要件を満たして(1)家庭用蓄電池、 (2)蓄熱設備を設置する者に対し

補助を行う。

（補助率）
定額

補助金

環境省
補助金

（補助率）
1/3,2/3,定額

事業者等非営利法人

事業スキーム

事業実施期間：2018年度～2020年度

地球環境局
地球温暖化対策課
地球温暖化対策事業室
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事業の詳細などお問い合わせは 環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355 FAX：03-3580-1382 
環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課浄化槽推進室 電話：03-5501-3155 FAX：03-3593-8263

ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち、
ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化による住宅における低炭素化促進事業

この画像は表示できません。

事 業 名

戸建住宅、集合住宅の創エネ・省エネ化（ZEH化）を支援します。

建物の省エネ等

民間向け

2019年度予算（案）
9,700百万円の内数（8,500百万円の内数）
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事業の詳細などお問い合わせは
環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355 FAX：03-3580-1382 
環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課浄化槽推進室 電話：03-5501-3155 FAX：03-3593-8263

ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化等による住宅における低炭素化促進事業のうち、
高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業

この画像は表示できません。

事 業 名

戸建住宅、集合住宅の省エネリフォーム等を支援します。

建物の省エネ等

民間向け

2019年度予算（案）
9,700百万円の内数（8,500百万円の内数）
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＜メモ＞
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例２．設備の導入は難しいけれど・・・・・
部品が古くなってきたので交換したい

公共施設や公共施設を中心とする街区などでの実績づくり

■設備の高効率化改修支援事業 【 p25 】

→ １．住まいオフィスなどエネルギーを使う場での再省蓄エネ→ １．住まいオフィスなどエネルギーを使う場での再省蓄エネ

（部品等の交換）

・設備の高効率化改修による省CO2促進事業
（以後、省略）

設備の高効率化改修支援事業

事業概要

１．設備の高効率化改修による省CO2促進事業
地方公共団体・民生部門で使用されている設備の部品・部材のうち、

交換・追加により大幅なエネルギー効率の改善とCO2の削減に直結する
ものに対して、部品交換・追加等に必要な経費の一部を支援。
２．熱利用設備の低炭素・脱炭素化による省CO2促進事業

熱利用の低炭素・脱炭素化に寄与する設備導入に必要な経費及びCO2
削減効果分析に係る経費の一部を支援。
３．温泉供給設備高効率化改修による省CO2促進事業

温泉供給事業者等において老朽化した集中管理型配湯設備の更新にあ
たり、よりエネルギー効率とCO2削減の実現が見込まれる高断熱配管等
の導入に必要な経費の一部を支援。
４．PCB使用照明器具のLED化によるCO2削減推進事業

使用中のPCB使用照明器具をLED一体型器具に交換することにより生じ
るPCB廃棄物の早期処理が確実な場合に限り、照明器具のPCB使用の有無
に係る調査費、LED一体型照明器具の導入及び設置に係る費用の一部を
支援。

期待される効果

● 設備への部品の交換・追加により、低コストでCO2排出量削減効果のあ
る手法の普及による大幅なCO2削減効果を期待

●幅広い主体に熱利用分野での低炭素・脱炭素化を促し、CO2削減効果に
対する分析や対策手法の一般化を図り、社会への定着に期待

●温泉供給設備の更新の際に省エネ効果が高い設備に更新することで温泉
街を中心として地域全体での低炭素化を期待

● PCB廃棄物の期限内早期処理とCO2削減の同時達成

2019年度予算（案）
1,100百万円（1,200百万円）

４.PCB使用照明器具のLED化によるCO2削減推進事業

対象事業：エネルギー効率に寄与する部品・部材の交換、追加の改修
を行う事業

［対象事例］・ボイラー設備：保温材の追加
・空調設備：インバータ制御装置の追加／熱交換器の交換
・蓄電池設備：セル電池の交換 等

対象者：地方公共団体・民間事業者等
補助率：２／３、１／２、１／３
事業実施期間：平成29年度～32年度（2020年度）

１．設備の高効率化改修による省CO2促進事業

対象事業：PCB使用照明器具の有無に係る調査事業
PCB使用照明器具を高効率なLED一体型照明器具に交換事業

対象者：民間事業者
補助率：調査事業（１／１０）LED導入に係る事業（１／２）
事業実施期間：平成29年度～31年度（2019年度）

３.温泉供給設備高効率化改修による省CO2促進事業［新規］

背景・目的

対象事業：温泉供給設備においてエネルギー効率に寄与する部材、
装置への改修を行う事業及びその計画策定事業

［対象事例］・温泉配管、貯湯槽、ポンプ、タンク、動力制御盤等の
設置等の更新及びその計画策定

対象者：温泉供給事業者、民間事業者、地方公共団体
補助率：改修事業（１／２），計画策定事業（定額）
事業実施期間：31年度（2019年度）～35年度（2023年度）

地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室
自然環境局自然環境整備課温泉地保護利用推進室
環境再生・資源循環局廃棄物規制課

2030年度において、温室効果ガスを2013年度比26.0%減との中期目
標に向けて、分野を問わずCO2排出量削減を着実に実行する必要があ
る。
削減目標達成には、熱利用をはじめとする脱炭素型社会の実現や民生
部門おける省エネ手法等を一般化し、普及を図ることが必要である。

対象事業：熱利用の低炭素・脱炭素化に寄与する設備導入事業
及びCO2削減効果分析を行う事業

対象者：民間事業者等
補助率：設備導入事業（２／３、１／２）、削減効果分析事業（定額）
事業実施期間：31年度（2019年度）～35年度（2023年度）

2.熱利用設備の低炭素・脱炭素化による省CO2促進事業［新規］
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事業の詳細などお問い合わせは

設備の高効率化改修支援事業のうち、
設備の高効率化改修による省CO2促進事業

この画像は表示できません。

事 業 名

設備の省エネ改善部品・部材の交換・追加を支援します。

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355 FAX：03-3580-1382

省エネ設備導入

地方公共団体向け 民間向け

2019年度予算（案）
1,100百万円の内数（1,200百万円の内数）
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例３．工場・事業場等で省エネ化を図りたいが
何から始めたら良いかわからない

/効率的な省エネ対策を実施したい

（診断、診断結果に基づく 設備導入等支援）

→ １．住まいオフィスなどエネルギーを使う場での再省蓄エネ→ １．住まいオフィスなどエネルギーを使う場での再省蓄エネ

担い手の育成・確保、ノウハウ・メリットの共有

■CO2削減ポテンシャル診断推進事業 【 p38 】

CO2削減ポテンシャル診断推進事業 2019年度予算（案）
2,000百万円（2,000百万円）

地球環境局地球温暖化対策課
市場メカニズム室

背景・目的

(２) CO2削減ポテンシャル診断推進事業に係る普及啓発等（300百万円）

事業概要

１ 年 目 ２ 年 目 ３ 年 目

①診断機関（環境省選定）により診断を実施。
診断結果に基づいた計画を策定し、削減目標設定。

③事業者が削減量を算出・報告。
国が報告内容を分析し、全国へ情報発信。

②事業者が CO2削減計画に基づき、設備更新・
運用改善を実施。

設備更新

運用改善
排出量削減CO2削減

ポテンシャル診断
CO2削減計画

削減量
算出

報告
情報分析
・発信

① CO2削減ポテンシャル診断の制度化も見据え、工場・事業場を対象に、環境省が選定する診断機関によるCO2削減診断の実施及び診断結果に基づいた
削減対策実施案の策定に対して支援する。[年間CO2排出量3,000トン未満：定額補助]

CO2削減ポテンシャル診断推進事業で得られた好事例等を積極的に発信し、工場・事業場に対して普及啓発を行う。また、CO2削減ポテンシャル診断に
不可欠な診断機関の数の拡大と質の向上を図るための支援事業等を行う。

(１) CO2削減ポテンシャル診断・対策実施支援事業（1,700百万円）

事業スキーム

(２) 委託対象：民間団体等

実施期間：平成22年度 ～ 32年度（2020年度）

②1/3補助（中小企業は1/2）定額補助
国 非営利法人 民間団体等

①定額補助
(１) 補助対象：

CO2削減ポテンシャル診断・対策実施支援事業

② 診断結果における策定案に基づき20％以上（中小企業は10％以上）のCO2削減量を必達することを条件とし、実施する対策（設備更新・運用改善）のうち
設備更新に対して支援を行う。[補助率：1/3 (中小企業は1/2)]

2030年の温室効果ガス削減目標の達成に向けて、エネルギー使用実態の定量的な把握に基づき、費用効果的な対策を特定するCO2削減ポテンシャル診
断は極めて有効。このため、事業経営の中でCO2削減ポテンシャル診断の実施が一般的になるよう、平成27年度に環境省が策定した診断ガイドラインも
活用しつつ、より多くの事業所においてCO2削減ポテンシャル診断を実施する。特にエネルギーコストとの影響を受けやすく、対策強化の必要性・余地
の大きい中小事業所に絞り、設備補助を合わせることで強力に後押しする。

期待される効果
○診断機関の数の増加及び診断の質の向上、診断事業の自立化を目指す。

○CO2削減に取組む事業所（2019年度目標事業所数1,000件/年）への支援によるCO2排出量の削減
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事業の詳細などお問い合わせは

CO2削減ポテンシャル診断推進事業のうち、
①CO2削減ポテンシャル診断 ②CO2削減対策機器への更新支援事業

この画像は表示できません。

事 業 名

工場・事業場等のCO2削減診断の支援と、それに基づく設備更新等を支援します。

環境省地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 電話：03-5521-8354 FAX：03-3580-1382

省エネ設備導入

民間向け

2019年度予算（案）
2,000百万円の内数（2,000百万円の内数）
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例４．地産地消型、自家消費型の再エネ設備導入
の事業を実施したい

モノ：地域再生資源・電源の持続可能な利用の促進

■再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業 【 p35 】

→２．再省畜エネサービスによる地域の自立と脱炭素化→２．再省畜エネサービスによる地域の自立と脱炭素化

地方公共団体及び民間事業者等の再生可能エネルギー導入事業のうち、地方
公共団体等の積極的な参画・関与を通じて各種の課題に適切に対応するもの、
営農を前提とした農地等への再生可能エネルギー発電設備の導入を中心とした
取組、蓄エネ等の導入活用事業等について、事業化に向けた検討や設備の導入
に係る費用の一部を補助する。

支援の対象とする事業は、固定価格買取制度に依存せず、国内に広く応用可
能な課題対応の仕組みを備え、かつ、CO2削減に係る費用対効果の高いもの等
に限定する。

背景・目的 事業概要

事業スキーム

2016年５月、我が国の2030年度の温室効果ガス排出削減目標を2013年度
比で26.0％減とする「地球温暖化対策計画」が閣議決定され、これを実現す
るための対策として、再生可能エネルギーの最大限の導入が盛り込まれた。

一方で、再生可能エネルギーについては、固定価格買取制度の利用拡大が
困難となる中、持続可能かつ効率的な需給体制の構築、事業コストの低減、
社会的受容性の確保、広域利用の困難さ等に関する課題が生じており、地域
の自然的社会的条件に応じた導入拡大は必ずしも円滑に進んでいない状況に
ある。

このため、こうした状況に適切に対処できる、自家消費型・地産地消型の
再生可能エネルギーの自立的な普及を促進する必要がある。 期待される効果

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業
（一部経済産業省・農林水産省連携事業）

事業目的・概要等

再生可能エネルギーの課題に適切に対応する、費用対効果の高い優良事例を
創出することで、同様の課題を抱えている他の地域への展開につなげ、再生可
能エネルギー電気・熱の将来的な自立的普及を図る。

また、営農地における地域の実情に応じた、再生可能エネルギーの普及拡大
を図るための方策が確立され、段階的なCO2削減を図ることが可能となる。

さらに、地域特性に応じた蓄エネ等技術の導入方策が確立され、段階的CO2
削減が可能となる。

事業イメージ（木質バイオマスの例） 設備補助対象は、エネルギー起源CO２

の排出抑制に資する設備と付帯設備

供給側の対策 供給側の対策 ボイラーの対策 需要側の対策

◆長期的な見通しに立
ち、年間を通した安
定した燃料需要を有
する需要家を地域内
で確保し、維持する

◆チップ供給業者の条件
とボイラー側の条件を
合致させる

◆最新のチップ規格に適
合したチップの供給体
制の確立を促す

◆地域内でのチップ等の
安定的な需要を確保し、
小口供給を可能とする

◆ボイラーの出力規模等を集
約化する

◆チップ規格に対応したボイ
ラーの生産等を促す

◆設備コストの高止まりを是
正するためボイラー等設備
のコスト上限を設ける

◆灰の処理など維持管理の容
易なシステムを導入する

◆福祉施設の給湯など高い稼働
率が見込める施設を対象

◆導入前に熱需要等の適切な把
握と設計を行う

◆チップ等供給事業者を分散し、
安定した燃料供給を確保する

◆初期コストの適正価格を共有
するとともに複数施設での一
括導入等によりコストを低減

燃料供給
者

原木
（チップ用
材）

原料
（チップ等）

チップ等製造機山元

需要家

給湯･暖房

給湯･暖房

文化教育施設

福祉施設

病院 給湯･暖房

バイオマスボイラー

（営農前提の導入例）

2019年度予算（案）
5,000百万円（5,400百万円）

（蓄エネ等の例）

蓄熱設備蓄電設備

蓄電池

農地周辺に存在する農林漁業
関連施設・地方公共団体の設
備（動力設備、冷蔵冷凍設
備）等への供給

実施期間：平成28年度 ～ 32年度（2020年度）（最大5年間）

国 非営利法人

（補助率）
定額、1/3、1/2、2/3 地方公共団体地方公共団体

民間事業者等

（補助率）
定額

補助金 補助金

「持続可能かつ効率的
な需給体制の構築」

が課題の場合

（離島・海洋再エネの例）

大臣官房環境計画課
ほか
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事業の詳細などお問い合わせは
環境省大臣官房総合環境政策統括官グループ環境計画課 電話：03-5521-8233  FAX：03-3581-3351 地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355/8339 FAX：03-3580-1382 
水・大気環境局土壌環境課地下水・地盤環境室 電話：03-5521-8308 FAX：03-3501-2717 自然環境局自然環境整備課温泉地保護利用推進室 電話：03-5521-8280 FAX：03-3595-0029

地産地消型、自家消費型の再エネ設備導入等を支援します。

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業

この画像は表示できません。

事 業 名再エネ畜エネ設備導入

地方公共団体向け 民間向け

2019年度予算（案）
5,000百万円（5,400百万円）
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■再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進事業 【 P106 】

モノ：地域再生資源・電源の持続可能な利用の促進

→２．再省畜エネサービスによる地域の自立と脱炭素化→２．再省畜エネサービスによる地域の自立と脱炭素化

例５．水素ステーション、燃料電池車等を
導入したい

背景・目的
水素は、利用時においてCO2を排出せず、再生可能エネルギー（再エネ）の
貯蔵にも活用できることから、地球温暖化対策上重要なエネルギーである。

低炭素な水素社会の実現に向けて、燃料電池自動車の普及・促進を図るた
めには、再エネ由来の水素ステーションの導入及び燃料電池車両等の導入
による社会インフラ整備の加速化が急務である。

未来投資戦略2017及び水素基本戦略において、2020年度までに再エネ由来
水素ステーション100箇所程度整備するとの目標が掲げられている。基本戦
略では更に、FCフォークリフトを2020年度までに500台程度、FCバスを
2020年度までに100台程度の導入の目標設定をしている。

（１）地域再エネ水素ステーション導入事業【経済産業省連携事業】
太陽光発電等の再エネを活用して、地方公共団体等が行う再エネ由来水素

ステーションの施設整備に対して支援する。

（２）地域再エネ水素ステーション保守点検支援事業
再エネ由来水素ステーションや燃料電池自動車等の活用促進に向け、稼働

初期における保守点検に対して支援する。

（３）水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進事業
【一部国土交通省連携事業】
燃料電池車両の普及・促進が期待される、燃料電池バス及び産業用燃料
電池車両の導入に対して支援する。

期待される効果

再エネ由来水素ステーションの確実な整備とともに、産業用燃料電池車
両を導入することによる低炭素な水素社会の実現に向けた社会インフラ
の普及・促進

平成25年度予算
○○百万円
平成27年度要求額

億円再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進事業
（一部経済産業省、一部国土交通省連携事業）

事業目的・概要等

イメージ

事業スキーム

燃料電池バス

燃料電池自動車

製造製造 利用利用

H2再生可能エネルギー ＋ 水電解

風力発電

小水力発電

H2

(1) (2) (3)

国
地方公共団体、

民間団体等

（補助率）
定率

補
助

非営
利法
人

（補助率）
定額

補助

2019年度予算（案）
2,570百万円（2,570百万円)

燃料電池
フォークリフト

（１）実施期間：平成27～31年度（2019年度）
補助率 ：3/4

（２）実施期間：平成30～32年度（2020年度）
補助率 ：2/3

（３）・産業用燃料電池車両（燃料電池フォークリフト）
実施期間：平成29～31年度
補助率 ：エンジン車との差額の1/2

・燃料電池バス
実施期間：平成30～32年度（2020年度）
補助率 ：車両本体価格の1/2

（ただし、平成30年度までに導入した 実績のある団体については
車両本体価格の1/3）

事業概要

低炭素な水素社会の実現と、燃料電池自動車の普及・促進を図るため、
再エネ由来の水素ステーション、燃料電池バス・燃料電池フォークリフトの導入を支援

太陽光
発電

水素ステーション

水・大気環境局
自動車環境対策課

54



事業の詳細などお問い合わせは

再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進事業のうち、
地域再エネ水素ステーション導入事業

この画像は表示できません。

事 業 名

再エネ由来水素ステーションの施設整備を支援します。

環境省水・大気環境局自動車環境対策課 電話：03-5521-8302 FAX：03-3593-1049

水素社会に向けて

地方公共団体向け 民間向け

2019年度予算（案）
2,570百万円の内数（2.570百万円の内数）
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事業の詳細などお問い合わせは

再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進事業のうち、
水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進事業

この画像は表示できません。

事 業 名

燃料電池バス、燃料電池フォークリフト等の導入を支援します。

環境省水・大気環境局自動車環境対策課 電話：03-5521-8302 FAX：03-3593-1049

水素社会に向けて

地方公共団体向け 民間向け

2019年度予算（案）
2,570百万円の内数（2.570百万円の内数）
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例６．自社の持つ自立・分散型水素エネルギー
技術を展開したい

■水素を活用した自立・分散型エネルギーシステム構築事業 【 P103 】

モノ：地域再生資源・電源の持続可能な利用の促進

→２．再省畜エネサービスによる地域の自立と脱炭素化→２．再省畜エネサービスによる地域の自立と脱炭素化

背景・目的

平成25年度予算
○○百万円

水素を活用した
自立・分散型エネルギーシステム構築事業
水素を活用した
自立・分散型エネルギーシステム構築事業

2019年度予算（案）
600百万円（ 1,000百万円）

温室効果ガス排出量の削減目標達成に不可欠な再生可能
エネルギーについては系統の制約等から導入が進まない
地域が存在。
将来の再生可能エネルギー大量導入社会を見据え、蓄電
池や水素等を活用することで、系統に依存せず再生可能
エネルギーを電気・熱として供給できるシステム構築が
必要。
本事業では再生可能エネルギーを地域で最大限活用する
将来像を見据え、自立型水素エネルギー供給システムの
導入・活用方策の確立を目指す。

再生可能エネルギー発電設備とともに、①蓄電池、②
水電解装置、③水素貯蔵タンク、④燃料電池、⑤給水
タンク等を組み合わせ、再生可能エネルギー由来の電
気・熱（温水を含む）をオンサイトで供給するシステ
ムを支援（2/3）し、水素を活用して再生可能エネルギ
ーを最大限導入・自家消費するモデルを構築する。

地域の実情に応じた、水素による再生可能エネルギー
の貯蔵・利用モデルが確立され、再生可能エネルギー
の導入とCO2排出削減を図ることが可能となる。

事業概要

期待される効果

事業スキーム

イメージ

実施期間：平成30年度 ～ 32年度(2020年度)

国 地方公共団体・民間企業等
補助
(2/3)

非営利法人
補助
(定額)

再生可能
エネルギー

給水タンク

水電解装置 水素貯蔵タンク

燃料電池

必要な
電気・熱
（温水を含む）
を供給

蓄電池

事業目的・概要等

地球環境局地球温暖化対策課
地球温暖化対策事業室
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事業の詳細などお問い合わせは事業の詳細などお問い合わせは

水素を活用した自立・分散型エネルギーシステム構築事業

この画像は表示できません。

事 業 名

水素を活用した再生可能エネルギー設備の導入を支援します。

水素社会に向けて

地方公共団体向け 民間向け

2019年度予算（案）
600百万円（1.000百万円）

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8339 FAX：03-3580-1382
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各事業に関するお問合せは、個別施策説明資料の各事業資料の下部
上に記載しております担当課、または、以下までお願いいたします。

環境省 関東地方環境事務所 環境対策課
地域適応推進専門官 川原 博満

E-mail:HIROMITSU_KAWAHARA＠env.go.jp

○環境省再エネ加速化・最大化促進プログラム
（平成30年度に実行中のプログラム及び平成31年度閣議決定版）
→ http://www.env.go.jp/earth/ondanka/lca/co2reduction.html

最後に最後に

※なお、本資料は2019年度閣議決定版に基づいており、今後、詳細は一部
変更となる可能性がございます。
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